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Abstract

　This study outlines the development of an exercise program for children with physical 

disabilities. The provision of physical education was examined through interviews with 

physical education teachers at special needs schools. Further, we conducted a questionnaire 

survey of personnel at sports centers for persons with disabilities, in which we asked about 

exercise programs for children with physical disabilities.

　The interviews reveal that it is difficult for teachers at special needs schools to provide 

physical education because students’disabilities are severe and quite varied. The teachers 

experienced particular difficulty in providing group-based guidance and selecting exercise 

programs. The results of the questionnaire survey show that it is important to improve the 

staff’s teaching skills and to develop programs appropriate for children with severe and varied 

disabilities.

　Key words： special needs schools, physical education，sports centers for persons with 

disabilities，children with physical disabilities
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１．はじめに

　近年，パラリンピックに代表されるよう

に，障害者スポーツの認知度は徐々に高まっ

てきているが，一部のトップアスリートを除

き，多くの障害をもつ人々にとってスポーツ

は身近なものとなっているとは言いがたい．

また，障害者スポーツの普及振興や指導者養

成，競技力向上等に関わる研究は近年増加し

てきているが，これらの多くは成人障害者を

対象としており，障害児に関わるスポーツの

状況については十分に検討されていない状況

である．

　障害児の学校体育の状況に関しては，普通

学校および特別支援学級に在籍する障害児の

体育授業に関する研究が進められてきている

（藤田ほか，2008/金山ほか，2008/下村ほか，

2008/安井，2007）が，先行研究の多くは「普

通学校（特別支援学級を含む）」に在籍する障

害児を対象としたものであり，「特別支援学

校」に焦点を当てた調査はほとんどみられな

い．また，障害児の具体的な運動・スポーツ

プログラムの検討に関しては，その多くが知

的障害児や発達障害児に焦点をあてたもので

あり（山田・船橋，2012）（星・玉村，2012）

（加藤・安井，2013）（村上，2013），肢体不自

由児を対象としたものとして，松原ほか

（1991），和（2011）等があるが，運動・スポ

ーツプログラム構成や展開をする上での要素

や視点に関する検討はほとんどなされていな

い．

　さらに，肢体不自由児の体育授業の実施状

況に関しては，松尾ほか（2011）が全国の肢

体不自由特別支援学校教員への体育授業の状

況，意識に関する質問紙調査を実施し，児

童・生徒の障害の重度化，重複化に伴う種目

選定およびグループでの指導の困難性を指摘

している．ほぼすべての肢体不自由特別支援

学校に重度・重複学級が設置されており，重

度・重複学級のみ設置されている学校もある

中で，「どのような種目を実施してよいかわ

からない」「適度な運動量を確保することが

難しい」といった指摘もあり，障害程度や種

別に応じたプログラムの開発，教員向けの講

習会の必要性，展開事例の情報提供やその共

有等，さまざまな課題が提示されている．

　以上のような肢体不自由児の運動・スポー

ツプログラムの検討を行うことは，障害児の

体育授業および正課外活動の充実，卒業後の

運動習慣の定着等に寄与するものと考えられ

る．また，障害児を対象に具体的な運動・ス

ポーツプログラムを展開している主な拠点と

して学校や障害者スポーツセンターが挙げら

れる．そこで，肢体不自由児を対象としたプ

ログラムがどのように展開されているのか，

それらのプログラムはどのような点に主眼を

置いて実施されているのか等について明らか

にすることで，障害児を対象とした運動・ス

ポーツプログラムの構成や展開をする上での

重要な要素や視点が明らかになるのではない

だろうか．

２．目的

　本研究では前述の議論を踏まえ，肢体不自

由特別支援学校体育担当教員への聞き取り調

査，および，全国の障害者スポーツセンター

の指導員を対象とした質問紙調査を実施した．

調査結果より，体育担当教員および障害者ス

ポーツセンターの指導員が肢体不自由児の運

動プログラムを作成する際にどのような点に

主眼を置いているのか，その実践の際の工夫

点，課題等を明らかにし，肢体不自由児向け

の運動・スポーツプログラム作成の視点を抽

出することを目的とした．

３．方法

１）�肢体不自由特別支援学校体育担当教員へ

のヒアリング調査

　肢体不自由特別支援学校（５校）の体育担

当教員７名に対して，それぞれ１時間程度，

体育授業および，正課外の運動・スポーツ活

動に関する聞き取り調査を実施した．調査は
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半構造化面接で，調査対象者の許可を得てIC

レコーダーに録音をし，逐語の文章データを

分析した．なお，E教師・F教師・G教師（表

１参照）への聞き取りは，それぞれ20分程度

となっており，録音をせず調査者のメモをも

とに分析を行った．

　主な質問項目は下記のとおりである．

・調査対象者属性（年齢，性別，教員歴，ス

ポーツ関連資格の有無）

・担当授業の状況について（１週間あたりの

授業時数，授業時の教員数，児童・生徒数，

主な実施種目）

・授業の目標設定，ねらい

・正課外活動（クラブの有無，活動への参加

状況）

・授業実施時の留意点（障害程度，種別に応

じた対応，声掛け等）

２） 全国の障害者スポーツセンターの指導員

に対する質問紙調査

　全国の障害者専用および優先利用のスポー

ツ施設を対象に，郵送法による質問紙調査を

行った．送付数，回収数および回収率は下記

のとおりである．

発送：114ヶ所（回収数：69件／回収率：60.5

％）

　質問項目は以下のように設定した．

・肢体不自由児を対象としたプログラムの実

施有無

・プログラムの参加人数，開催回数

・具体的なプログラム内容

・プログラムの指導体制および指導人数

・プログラムの周知方法

・プログラム作成時の参考資料の有無

・プログラム実施時の課題（種目選択，参加

者募集，ボランティア確保，その他）

４．結果および考察

１）�肢体不自由特別支援学校体育担当教員へ

のヒアリング調査

（1）調査対象者属性

　調査対象者の属性を表１に示した．

A教師 東海 36 中学部 重度・重複 12（12）
B教師 関東 30 高等部 普通 5（5）
C教師 関東 31 中・高 普通 5（5）
D教師 近畿 41 小学部 重度・重複 16（2）
E教師 九州 33 中学部 普通・重度 8（8）＊常勤講師
F教師 九州 28 中学部 普通・重度 4（4）＊常勤講師
G教師 九州 29 高等部 普通・重度 5（2）＊常勤講師

＊E教師・F教師・G教師は同一校

担当学級地域 年齢 担当学部
教員歴（年）
（特支教員歴）

表１．対象者属性

　担当学級については，７人中５人が「重度

重複学級」となっており，比較的障害程度の

重い児童・生徒を担当する回答者が多くなっ

ている．なお，Ｅ教師・Ｆ教師・Ｇ教師は普

通学級・重度重複学級の兼任となっている

が，普通学級の生徒が少数のため，ほぼすべ

ての授業担当が重度重複学級のクラスとなっ

ている．

（2） 授業の実施種目および児童・生徒の状況

について

　各校の体育授業における実施種目および，

実施状況について，関係する記述を一部抜粋

する．

＊引用部分は「」で記載し，それ以外の記述

については文言を一部修正している．引用は

すべて原文のままを掲載している．

【Ａ教師】

・１年生３名，２・３年生２名と高等部の生

徒３名も合同で授業を行うことがある．

・「ストレッチャーに乗っていて医学的な管

理が必要な生徒や，全体に障害が重い生徒

が多い．」

・リズム体操，ムーブメント系の運動（パラ

バルーン，サーキット運動等），ボッチャ，

トランポリン，マット運動（寝返り，柔軟
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体操）などを行っている．

【Ｄ教師】

・体調によって人数は変化するが，10人前後

で授業を行っている．

・ほとんどの子どもたちがバギーやストレッ

チャーを使用している．

・１学期は風船遊びとプールをやり，２学期

にはサーキット系の運動を考えている．

　例）三角マットをスクーターボードの上に

おいて，揺らしたりする．

　以上の記述は小学部，中学部の違いはある

ものの，両校とも重度重複学級での取り組み

となっており，具体的な種目というよりも，

体操やムーブメント系の運動，サーキット運

動等，体つくりや体ほぐしの運動を中心に行

われている．

　続いて，普通学級での実施種目および実施

状況についてみていく．

【Ｂ教師】

・高校１年生と３コース（知的代替の課程）

が14人，高校２年生が10人，高校３年生が

９人で，学年ごとに授業を行っている．

・３年生９人のうち，７人が電動車椅子を使

用していて，他の学年は車椅子を自走でき

る子どもたちが多い．

・陸上，水泳，マット，ハンドサッカー，ボ

ッチャ等の種目を中心に実施している．

【Ｃ教師】

・高校３年生の普通学級13名を担当してい

る．電動車椅子を使用している生徒が多い．

・基本的には学習指導要領に沿う形で，陸上

（スラロームを含む），投てき種目（ボッチ

ャ，ビーンバック投げ等），水泳，球技（ハ

ンドサッカーが中心）等を行っている．

　両教員とも普通学級を担当しており，基本

的には学習指導要領に基づいた種目が実施さ

れている．ただし，球技の中でハンドサッカ

ーや，投てき種目としてボッチャを実施する

など，生徒の障害に応じた種目選択も一部行

われている．

（3）授業実施時のねらい・目標設定について

　体育授業実施時の各教員の目標設定および

工夫点に関する記述を一部抜粋する．

【Ａ教師】

・「本人の動きを最大限に使って何ができる

かということに重点を置いていて，ストレ

ッチャーに乗っているような最重度の生徒

であっても，（ボッチャの場合＊筆者補足）

かろうじて動く指で，少しでもボールをは

じくことができればそれでよしとしてい

る．」

【Ｂ教師】

・「同単元異目標というか，そういう形でや

るほうがいいんじゃないかなあって．ある

子に，このへんの目標でみんな近づけさせ

るっていうのだと，ある子はいいけどある

子はできなくて，満足感が得られなくて，

体育楽しくないってなっちゃうと嫌だなあ

と．なのでやっぱ自分の中で，ちょっと上

の目標というか，そういうものをちょっと

ずつ達成していって，その子なりの楽しみ

方とか，動き方とか，満足感とか，そうい

うのが味わえていけるといいのかなって．」

・「卒業するまでにひとつは続けられるスポ

ーツを持てたらいいよねって．で，その，

まあ動きうんぬんじゃなくて，その，楽し

いものとして，自分のやり方として，動き

方として持ってたらいいよねっていうこと

で，で，そのために体育があるんだよねっ

ていう．だから小学部からいろんなスポー

ツを経験させて，どういうものが自分はで

きるのかなぁっていうのが段々わかってい

って，それから，これはやれるとか，そう

いうものを見つけていければいいのかな．」
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【Ｄ教師】

・「個々によって目標は違ってくると思うん

ですが，先生とのやり取りというコミュニ

ケーションの部分と，体はどうやろ……彼

らが動ける範囲で動きを引き出すというこ

とになってくると思うんですよね．」

　以上の３教員の言葉に共通するのは，個々

の目標設定が意識化されているという点であ

る．Ｂ教師の「同単元異目標」という言葉に

象徴されるように，同一種目を行うとして

も，評価は画一的なものとせず，個々の達成

目標を設定しているものと推察される．

　一方で，普通学級，重度重複学級間の目標

設定の違いも一部みられる．Ａ教師，Ｄ教師

は重度重複学級を担当しているが，両教員と

も種目に対する習熟度や技術の向上よりも，

児童・生徒一人ひとりの動きを引き出すとい

うことに主眼を置いている．また，Ｂ教師の

記述については，上述の両教員と同様に，

個々の目標設定の重要性が意識化されている

が，同時に，「卒業するまでにひとつは続けら

れるスポーツを持てたらいいよね」という言

葉に象徴されるように，生徒の体力向上や健

康づくりのみならず，卒業後のスポーツ習慣

の定着も意識化されている状況がみられた．

（4）授業実施時の課題・工夫点について

　授業実施時の課題に関する記述を一部抜粋

する．

【Ａ教師】

・パルスオキシネーター（酸素飽和度を測定

する機器）を付けている子や，自発呼吸が

弱く気管切開をしているような子どもがい

る中で，正直なところ授業以前に，看護師

等の医療関係者と連携を取りながら，いか

にその子たちに健康で安全に学校生活を送

ってもらうかが重要であると思う．

【Ｂ教師】

・「健康面で問題のある子もいますし，でき

る回数の中で，だからいかにこう，効率の

いい指導ができるかっていうのは考えてま

すね．基本もう肢体不自由なので，反復は

できないなと思っているんですね．自分の

中では．」

【Ｆ教師】

・体力向上や健康づくりを目標に授業を積み

上げようとしても，欠席する生徒もおり，

スムーズな授業展開が難しい．

　上述のコメント以外にも，児童・生徒の障

害に起因する継続的な取り組みの難しさが数

多く指摘されていた．前述のように，個々の

目標やねらいが達成できる前提として，児

童・生徒がある程度継続的に授業に取り組め

ることが必要であるが，児童・生徒の障害や

体力的な問題等によって，目標へのアプロー

チが困難になるケースも多くみられることが

示唆された．このような課題に対して，Ａ教

師は以下のようにコメントしている．

　「指導の工夫として，例えば自分のやった

運動を振り返らせたりとか，言葉に置き換え

させたりとか，そういうことで定着をはかっ

たりとか，で，言葉の指導じゃわかんないか

ら，ちょっと感覚的な指導というか，触って

動かしてとか，そういういろんな言葉と感覚

と，なんていうのかな……いろんな感覚を使

って，運動の仕方っていうのを定着させてあ

げるといいのかなぁっていうふうに．回数こ

なせないので，いかに早く，上手くさせるか

っていうのは，ちょっと考えてやっていきた

いところですね．」

　上述のように生徒一人ひとりにさまざまな

運動制限がある中で，聴覚や視覚，触覚等，

さまざまな感覚を上手く活用することで，運

動頻度や活動量の少なさを補おうとする発想

は示唆に富むものである．重度・重複学級を
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担当するＤ教師も，児童がスクーターボード

に乗った状態で揺さぶることで，「立ち直り

反応とか平衡反応を引き出す」と述べてお

り，Ａ教師と同様の発想で，授業時に多様な

刺激を児童に与えることを主眼に置いている

ものと推察された．

　肢体不自由児の運動・スポーツにおいて

は，障害程度に個人差はあるものの，それぞ

れに何らかの運動制限が生じることから，純

粋な身体活動のみならず，多様な感覚を活用

することが重要であるといえよう．

２）�全国の障害者スポーツセンターに対する

質問紙調査

（1）障害者スポーツセンターの分類について

　障害者スポーツセンターはその設置根拠に

よって，「身体障害者福祉センター（Ａ型）」，

「旧・勤労身体障害者体育施設」，「旧・勤労身

体障害者教養文化体育施設（現・サン・アビ

リティーズ）」，上記３ヶ所以外の「その他の

施設」，以上の４つに部類することができる．

　身体障害者福祉センター（Ａ型）は，建築

面積2,700㎡以上で，体育館，プール，機能訓

練回復室（トレーニング室）のほかに，会議

室，研修室を備えなければならないという設

置基準が定められており，体育館，プールの

他にセンターごとに様々な設備を備えた複合

型施設で，全国に36カ所設置されている．以

上のＡ型センターを除く，他の３施設（78カ

所）については，40カ所が体育館のみ，プー

ルのみといった単独の施設のみをもつセンタ

ーとなっている（笹川スポーツ財団，2013）．

（2）回答者の施設区分

　回答者の施設区分を図１に示した．

　身体障害者福祉センターが33.3％と最も多

く，以下，旧・勤労身体障害者教養文化体育

施設（29.0％），旧・勤労身体障害者体育施設

（23.2％），その他（14.5％）となっており，こ

の割合は全国の障害者スポーツセンターの施

設区分とほぼ同様となっている．

図１．施設区分について

（3） 肢体不自由児を参加対象としたスポーツ

事業の実施状況

　肢体不自由児を対象とした各種スポーツ事

業の実施状況を図２に示した．

図２．�肢体不自由児を対象としたスポーツ事業
について（実施予定を含む，複数回答）

　28カ所（40.6％）のセンターが，肢体不自

由児を対象としたスポーツ事業は実施してい

ないと回答しており，実施している（実施予

定の）センターについては，スポーツ教室

（56.5％），スポーツイベント（52.2％），スポ

ーツ大会（47.8％）という状況であった．

　非実施の28カ所の内訳を見ると，旧・勤労

身体障害者体育施設が９ヶ所，旧・勤労身体

障害者教養文化体育施設が12ヶ所となってお

り，両施設が大多数を占めているが，これら

の施設は，施設の貸し出しのみを主たる業務

とし，主催事業を行わない施設が多いことか

ら，非実施の割合が高いものと考えられる．

（4）各スポーツ事業の対象者別の実施状況

　各スポーツ事業の対象者別の年間平均実施

回数を表２に示した．
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スポーツ大会 2.0 2.6 3.7 4.5
スポーツ教室 5.4 16.7 71.5 73.6
スポーツイベント ― 2.4 4.6 5.6

肢体不自
由児のみ

肢体不自
由児・者

全障害児・
者

障害の有
無を問わず

表２．�スポーツ事業の年間平均実施回数�
（参加対象別）

　全体的な傾向を見ると，「スポーツ教室（巡

回教室を含む）」が最も実施頻度が高いこと

がわかる．また，対象別で見ると，全障害

児・者を対象としたスポーツ教室（71.5回），

障害の有無を問わず参加可能なスポーツ教室

（73.6回）が他の項目に比べて突出しており，

障害種別を限定しない，もしくは障害の有無

を問わず参加できる教室が中心的に行われて

いることが明らかとなった．

　また，「スポーツ教室」の実施種目（複数回

答）について，肢体不自由児のみ，肢体不自

由児・者に関しては，同様の傾向がみられ，

特定の種目ではなく，体操やストレッチ，マ

ットを使った活動，各種レクリエーション

等，体ほぐしや体つくりの活動が多く行われ

ている状況となっている．全障害児・者を対

象とした教室では，水中運動，ボッチャ，卓

球，バドミントン，フライングディスクが比

較的多く実施されている．

　各教室の１回当たりの平均参加者数につい

ては，肢体不自由児のみ（8.9人），肢体不自

由児・者（12.2人），全障害児・者（27.7人）

となっており，肢体不自由児単独の教室にお

ける参加者は少数に留まっている．

（5）スポーツ教室実施時の課題について

　スポーツ教室実施時の課題について図３に

示した．

　教室実施時の課題については，指導員のス

キルアップ（43.5％）が最も多く指摘されて

いた．これはプログラム内容（34.8％）にも

関連するところであるが，スポーツ教室の多

くが肢体不自由児のみを対象とするのではな

く，「全障害児・者」を対象としており（表２

参照），異年齢でなおかつ多様な障害をもつ

参加者に応じたプログラム作成の困難性があ

るものと推察される．それに付随して，多様

な参加者を指導する指導員のスキルアップが

意識化されているものと考えられる．

　また，指導員のスキルアップに次いで多か

ったのは参加者の活動継続（36.2％）である

が，参加者数の不足（29.0％）も含めて，背

景にはセンターへの移動の問題があるものと

考えられる．送迎には保護者やボランティ

ア，ヘルパー等の協力が必要となり，移動の

都合で教室への参加を断念せざるを得ないケ

ースもあるものと考えられる．また，センタ

ーが都市部を中心に設置されており，地域に

よっては近隣にセンターがなく，十分に参加

者が集まらないという状況も想定される．

（6）プログラム作成時の工夫・課題について

　スポーツ教室のプログラム作成時の工夫

点，および課題について（自由記述），それぞ

れに共通するのは，多様な障害，運動能力の

差に対する対応の重要性である．以下にプロ

グラム作成時の工夫に関する回答を抜粋する．

・ひとつの教室の中で，全体としてのプログ

ラムと個々の子どもの障害の種類や程度等

に合わせたプログラムを作成するようにし

ている．

・参加者（肢体不自由の方）の運動範囲を事

前に調べ，どの程度の運動が適しているか

を判断し，プログラムを実施している．

・障害の程度や現状を把握することを目的

43.5% 

21.7% 

31.9% 

29.0% 

30.4% 

34.8% 

14.5% 

36.2% 

7.2% 

0 20 40 60

指導員のスキルアップ

ボランティアのスキルアップ

ボランティアの確保

参加者数の不足

参加者募集の方法

プログラム内容

施設の確保

参加者の活動継続

その他
（n＝69）

図３．教室実施時の課題について（複数回答）
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に，事前に申込書等に記入してもらう．

　これらの記述からみえてくるのは，プログ

ラム作成前のアセスメントの重要性と，プロ

グラム実施時の「個」と「集団」のバランス

への配慮である．「個々の子どもの障害の種

類や程度等に合わせたプログラムを作成して

いる」という記述が数多く見られたが，そこ

で重要と考えられるのは，上述のような事前

の参加者情報の把握である．年齢，障害種

別・程度，運動経験等，参加者の多様性の質

を見極めた上でプログラム作成を行っている

ものと推察される．

　また，プログラム実施時には「個別の対

応」「参加者全体で楽しめるように」といった

記述が多くみられ，個々に応じたプログラム

に終始してしまうのではなく，参加者全体で

楽しめるプログラムについても配慮がなされ

ているものと考えられる．

　以上の工夫点に加えて，以下にプログラム

作成時の課題に関する回答を抜粋する．

・申込書の基礎データのうち技術レベルや障

がいについて記載されていても，「どのよ

うに行う」かにおいては実際に行ってみな

いとわからないので，プログラムの修正が

必要．

・個々の障害や身体の状況で，「できること」

「できないこと」に大きな差があり，プログ

ラムの内容や種目の選択に苦慮することが

ある．しかし，日ごろのリハビリや訓練が

１対１で行われることが多いため，教室で

はできるだけ参加者が「一緒に活動できる

もの」を取り入れるようにしている．

　以上の記述からは，前述の工夫点が一方で

は課題でもあるという状況を読み取ることが

できる．工夫点の部分では，事前に参加者情

報を把握した上で，プログラムを作成するこ

とが重要であるとされていたが，実際の指導

場面では，プログラムを適宜修正しなければ

ならいないこともあると指摘されており，指

導者がどれだけ柔軟性をもって指導できるか

ということが問われているといえよう．前節

の「教室実施時の課題」において指導者のス

キルアップが最上位になっていた背景には，

このような指導時の困難性があるものと考え

られる．

　また，プログラムの選定に関しては，「参加

者が『一緒に活動できるもの』を取り入れる

ようにしている」一方で，「『できること』『で

きないこと』に大きな差があり，プログラム

の内容や種目の選択に苦慮することがある」

と述べられており，グループでのプログラム

を優先したいと考えながらも，障害が多様で

あるがゆえに葛藤が生じている状況も看取さ

れた．

５．まとめ

　上記の２つの調査から得られた主な結果及

び知見は下記のとおりである．

１）�肢体不自由特別支援学校体育担当教員へ

のヒアリング調査

　保健体育科の授業実施時のねらいや目標設

定については，普通学級，重度重複学級とも

に「同単元異目標」という言葉に象徴される

ように，同一種目を実施したとしても，個々

に達成目標を設定していることが明らかにな

った．

　また，授業時の課題については，両学級と

もに，児童・生徒の障害や体力的な問題等に

よって，継続的な体育の取り組みが難しく，

個々の目標達成へのアプローチの困難性が指

摘されていた．このような状況の中で，児

童・生徒の聴覚や視覚，触覚等，さまざまな

感覚を上手く活用することで，運動頻度や活

動量の少なさを補おうとする取り組みについ

ても述べられており，純粋な身体活動のみな

らず，多様な感覚を活用することの重要性が

示唆された．
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２）�全国の障害者スポーツセンターに対する

質問紙調査

　プログラム作成時の工夫・課題について

は，障害程度のアセスメントの重要性を指摘

する記述がみられたと同時に，プログラム実

施時の「個」と「集団」のバランスへの配慮

が多く指摘されており，年齢，障害程度，運

動経験等を見極めた上でプログラム作成を行

っているものと推察された．一方で，プログ

ラムの選定に関しては，「『できること』『でき

ないこと』に大きな差があり，プログラムの

内容や種目の選択に苦慮することがある」と

述べられており，グループでのプログラムを

優先したいと考えながらも，障害が多様であ

るがゆえに葛藤が生じている状況も看取され

た．

　以上が，本研究から得られた主な知見であ

るが，調査対象である肢体不自由特別支援学

校教員および，障害者スポーツセンター指導

員に共通するのは，障害が多様であるがゆえ

の指導の困難性，グループでの指導時の

「個」と「集団」のバランスへの配慮が意識化

されているという点である．

　先行研究の多くは，障害をもつ児童・生

徒，障害者スポーツセンターの利用者等，運

動・プログラム実施時の「参加者」に焦点が

当てられており，その傍らにいる指導者・支

援者に着目した研究は少数に留まっている．

本研究は，肢体不自由児を対象とした運動・

スポーツプログラムの構成や展開をする上で

の要素や視点を抽出することを主な目的とし

たが，これまであまり焦点化されてこなかっ

た，指導者・支援者の意識や指導時の課題等

を明らかにした点に一定の意義があると考え

られる．

６．おわりに

　本研究によって，肢体不自由児を対象とし

た運動・スポーツプログラム作成における視

点として「アセスメント」，「同単元異目標」，

「多様な感覚の活用」，「プログラムの柔軟

性」，「『個』と『集団』のバランス」等の重要

性が示唆された．

　今後は，本研究で得られた知見である，プ

ログラム作成時の「アセスメント」や「同単

元異目標」といった視点をより精緻化すると

同時に，事例検討を積み重ねていく中で，「プ

ログラムの柔軟性」，「『個』と『集団』のバラ

ンス」に留意したプログラムのあり方につい

て検討を進めていきたいと考えている．
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